










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































通　常　月 影響無し 不利 不利
夏期休暇中 有利 影響無し 有利
















改正法 差無し 通常月 通常月
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表34－b　通常月と夏期休暇中のアルバイト量の個人
　　　　　内比較：週当たりの総時間数・性別
通常月：夏期
　　　男
l数；比率（％）　　脚
　　　女
l数：比率（％）
通常月く夏期 25i50．07i35．0
通五月≧夏期 25150．013i　65．0　　2
合　計 50i100．020i100．0
注1）この他に無回答18人
注2）X2＝1．30，　d∫＝！，n．s．
表34一　c通常月と夏期休暇中のアルバイト量の個人
内比較：週当たりの正時間数・専攻分野別
通常月：夏期
　　文科系
l数1比率（％）　　唱
　　理科系
l数1比率（％）　　1
通翌月く夏期 22i73．310i25．0
通翌月≧夏期 8｝26．7 30i75，0
合　計
30i100．0　　： 40i100．0
で，戸当たりの日数
のみを多くしている
者が15．7％含まれて
いることが；わかる。
従って，通常月より
夏期休暇中の方が週
当たりの出時間数が
多く，かつ1日当た
りの時間数も多い者
の比率は30．0％に過
　注1）この他に無回答18人
　注2）　X2＝16．14，　df　＝1，　p＜．　001
　専攻分野別にみた場合，通常月より夏期休暇中の方が多い者は，文科系が
73．3％を占めるのに対して，理科系は25．0％に過ぎず，これらの比率の間に
は有意差が存在する。逆に，週当たりの総時間数が年間を通じて一定である
ぎないことが判明した。逆
に，年間を通じて週当たり
の総時間数が一定（＝週当
たりの日数及び1日当たり
の時間数が共に一定，以下
同様）である者は40．0％，
通常月の方が夏期休暇中よ
り多い者は，14．3％存在す
る。
　男女別にみた場合，通常
月より夏期休暇中の方が多
い者は，男性が50．0％，女
性が35．0％であるが，男女
間に有意差はない。
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者の比率は，文科系の16，7％に対．して，理科系は57．5％と多く，有意差がみ
られる（t：2＝11．91，df＝1，i）〈．001）。
　　5．3．5．まとめ
　調査を実施する前の段階では，通常月に比べて夏期休暇中のアルバイト量
の方が多くなる者の比率がかなり大きいものと予想された。ところが，現実
には，これまでの分析からも明らかなように，1日当たりのアルバイト時間
数に関して，通常月より夏期休暇中の方が多い者は30．0％に過ぎず，年間を
通じて一定である者が58．6％を占めている。特に，理科系の留学生の場合，
1日当たりの時間数が，通常月より夏期休暇中の方が多い者は僅か12．5％に
過ぎず，年間を通じて一定である者が72．5％を占めている。このことは，
7・8月1日8時間以内という特例措置の恩恵に預かる場合よりも，むしろ
通常月1日当たり4時間以内という制約によって不利益を被る場合の方が多
いことを示すものである。すなわち，1日当たりのアルバイト時間数が，年
間を通じて一定の者及び通常月の方が多い者が70．0％も存在することから，
当然の結果として，1日当たりのアルバイト時間数の制約が厳しい通常月
に，より多くの違法者が発生することになる。ちなみに，理科系の場合，ア
ルバイト基準の建て前からすると理想的な形態ともいえる，通常月1日4時
間以内，かつ夏期休暇中1日4時間超8時間以内のアルバイトを行っている
者は僅か7．5％（3人）しかいない。
　通常月は1日4時間以内という基準の根拠については，山崎参事官の言葉
を引いて示した通りであるが，ここで視点を変えて通勤時間のロスタイムを
考慮すれば，1日当たりの時間数を長くして，回数（日数）を減らす七日長
時間型のアルバイトの方が合理的であることは明らかである。東京都
（1989）の調査によると，「アルバイトについて何かお困りのことまたは問題
と思うことがありますか」という質問に対して，「アルバイト先が遠く，往復
に時間がかかる」と訴えている留学生が26．3％も存在する（38）。岡山の場合
は，アルバイト先までの通勤時間が片道1時間を超えるようなことは滅多に
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ないであろうが，仮に，片道の通勤時間が1時閲として，1日2時間週4日
のアルバイトを行った場合と1日8時間週1日の場合とを比べると，アルバ
イト時間数は同じでもmスタイムとしての通勤時間に6時間の差が生じる。
こうした観点からも1日4時間以内という制約は不合理である。
6．資格外活動許可基準に対する提言
　入国管理局長通達によって定められた資格外活動の許可基準は3種類に分
けられている。大学又はこれに準じる機関の留学生は基準（1）「1日について
4時間以内（7月1日から8月31日までの間にあっては1日8時間以内）」，
大学の聴講生又は専ら聴講による研究生は基準（2）「1日について2時間以内
（夏期の期間にあっては（1）に同じ）」，専修学校又は高等専：門学校の留学生並
びに就学生は基準（3）「1日について4時間以内」が適用される。基準（1）と比
較した場合，基準（2）は通常月が，基準（3）は7・8月が，より厳しい内容と
なっている。基準（2）・（3）の適用を受ける留学生及び就学生の資格外活動がよ
り厳しく制限されているのは，留学や就学に名を借りた「出稼ぎ」就労者対
策であろうが，当該学生は奨学金や授業料減免の恩典に浴し難く，アルバイ
トの必要度が相対的に大きいという現状を考慮すると，妥当な基準であると
は言い難い。従って，まず第1に資格外活動の許可基準を基準（1）に一本化す
ることが望まれる。
　次に，週20時間程度のアルバイトを認めた旧法と比較した場合，これまで
の分析結果からも明らかなように，基準（1）の適用は留学生にとって，通常月
は不利であり，夏期休暇中は有利である。通常月に関して，基準（1）で週当た
り最高1日4時間×7日＝28時間のアルバイトが可能であり，旧法の週20時
間程度という基準と比較すると，一見基準の緩和であるかのように思われる
（38）前出の東京都（1989）のp．37の表V－6。重複回答を含む。
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が，実際には，週当たり1日或いは2日のアルバイトを1日4時間を超える
長時間行っている者が多数存在するため（39），1日4時間以内という制約は，
ただいたずらに違法行為者を増加させているに過ぎず，留学生のアルバイト
形態を配慮した基準とは言い難い。そこで，週当たり最高28時間のアルバイ
トが合法である点を踏まえて，1日4時間以内という時間的制約を取り外
し，通常月は週28時間以内と修正することを提言したい。
　この修正によって，例えば今回の調査の場合，通常月の違法者は現行の
32．9％から0％となり消滅する（表35－a参照）。また，参考までに，週1日
の休日を考慮して，週24時間以内とした場合にも，違法者は32．9％から
2。4％に激減する（Z2＝4．72，　df　＝1，Ii）＜．05）。
　次に，改正法によって有利となった夏期休暇期間中についても，通常月の
基準とのバランスをとるため，1日8時
間以内という時間的制約を取り外す必要
がある。例えば，通常月のみ週28時間以
内と修正した場合，1年を通じて日曜日
のみ1日10時間駐車場の誘導係のアルバ
イトを行っている留学生が，夏期休暇中
に限って違法行為となるといった矛盾を
防ぐためである。改正法では，夏期休暇
中は週当たり最高1日8時間×7日＝
56時間のアルバイトが可能であるが，国
際的に労働時間の短縮が叫ばれ，我が国
も週40時間労働の達成に鋭意努力を払っ
表35－a　違法行為出現率の比較
　　　　　（改正法×修正案）　：通
　　　　常月・週28時間以内を合
　　　　法とする場合
修　正　案
合法 違法 計
??
67．1
i57）
0．0
i0）
67．1
i57）?????
?? 32．9
i28）
0．0
i0）
32．9
i28）
計 100．0i85）
0．0
i0）
100．0
i85）
注1）数値は，上段：比率（％），
　下段：人数
注2）この他に無回答18人
a3）　x　2　fA？6．04，　df　：　1　，
　P〈．　OOI
（39）本調査の結果によると，通常月のアルバイトに関して，週当たりの日数及び1日当た
　りの時間数を回答してくれた70人の内，週当たり2日以内のアルバイトを1日当たり
　5時間以上行っている者は31．4％（22人）存在する。週当たり2～3日（本論では2。5日
　として処理）と回答した者も含めると，その比率は34．3％（24人）となる。
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表35－b　違法行為出現率の比較
　　　　　（改正法×修正案）：
　　　　夏期休暇中・週48時間
　　　　以内を合法とする場合
修　正　案
合法 違法 計
??
90．6
i77）
0．0
i0）
90．6
i77）?????
??
5．9
i5）
3．5
i3）
9．4
i8）
? 96．5
i82）
3．5
i3）
100．0
i85）
注1）数値は，上段：比率（％），
　　下段：人数
注2）この他に無回答18人
注3）X2＝3．20，　d∫＝1，
　P〈．　10
ている中で，外国人留学生に対して，あか
らさまに週56時間という大きな数字を提示
することには問題があろう。従って，週1
日の休日を考慮して，週48時間以内とする
方がより妥当であると思われる。すなわ
ち，今回の調査の場合，夏期休暇中の違法
者はこの修正によって，現行の改正法の
9．4％から3．5％にやや減少する（表35一　b
参照）。これは，1日当たりのアルバイト
時間数は8時間を超えるが，週当たりの日
数が少ないため，修正案によって救われる
留学生が存在するからである。逆に，改正
法を適用した場合には合法だが，修正案を適用すると違法となり，不利益を
被る者は存在しない。通常月のみならず夏期休暇中においても，1日当たり
の時間的制約を取り払うことによって，留学生のアルバイト形態に即した基
準に修正することができる。
　以上の提言をまとめてみると，
　（1）資格外活動許可基準については，現行の3種類の基準を基準（1）に一本
　　化する。
　（2）通常月の基準については，現行の1日につき4時間以内を週当たり
　　28時間以内と修正する。
　（3）　7・8月の基準については，現行の1日につき8時間以内を週当たり
　　48時間以内と修正する。
　アルバイトの基準を，例えば，通常月1日4時間以内から，週28時間以内
といったように，緩和することはもちろん必要である。しかし，それは次善
の策に過ぎないのであって，貴重な留学生活がアルバイトによって侵害され
ることに変わりはない。従って，留学生が生活に悩まされることなく，勉学
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に打ち込めるだけの「手当」をすることこそ肝要であろう。しかし，留学生
宿舎の建設，奨学金の充実，授業料減免枠の拡大といった「手当」はいずれ
も大規模な予算措置を伴うものであって，一朝一夕に実現できるものではな
い。例えば，現在およそ36％である，私費留学生に対する奨学金の支給率を
50％にまで高めるためには，月額4万円としても，新たに年間26億円程度の
予算措置が必要となる（40）。PKOに代表される「国際貢献」論議が喧しい昨今
であるが，外国人留学生が安心して勉学に打ち込めるような環境作りを行う
ことは大きな国際貢献であり，急を要する課題でもある。
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